
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
米国の民間イノベーション投資の構造変化 : ２つのトレンド

分析と日本のSTI政策への示唆

Author(s) 市川, 類

Citation 年次学術大会講演要旨集, 40: 85-88

Issue Date 2025-11-08

Type Conference Paper

Text version publisher

URL https://hdl.handle.net/10119/20276

Rights

本著作物は研究・イノベーション学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Research Policy

and Innovation Management.

Description 一般講演要旨



１Ｂ０２ 

米国の民間イノベーション投資の構造変化 

～２つのトレンド分析と日本の STI政策への示唆～ 

 

 
○市川 類（科学技術振興機構） 

tagui.ichikawa@jst.go.jp 

 

 
1. 背景と問題意識 

本稿は、今後の日本の科学技術・イノベーション（STI）政策の立案の参考となる基盤的な情報を提供

することを目的に、特に米国の民間企業による研究開発投資を含むイノベーション投資に焦点を当て、

これらの投資を巡る構造変化について、可能な限り、数値、ファクトに基づいて分析を行うものである。 

一般的に、世界の STI投資を巡る大きな構造変化をトレンドとして把握し、そのトレンドを参考にし

つつ、自国を取り巻く社会・経済情勢、産業構造・イノベーションシステムなどに応じた STI政策を立

案することは、世界の潮流に沿った政策立案の観点からも有効であると考えられる。このため、日本の

STI政策の立案においては、これまでも、米国における STI動向をトレンドとして観察し、それを踏ま

えて将来の政策方向として提示される事例は少なくなく、実際に、最近では、例えば経済産業省、内閣

府は、「科学とビジネスの近接化」などの方向を、潮流として提示している[1][2]。 

その際、米国においては、この 10 年間で、デジタル分野を中心に民間研究開発投資が倍増以上に増

加する（デジタル・イノベーション）とともに、ベンチャーキャピタル（VC）投資の金額も、一時期、

民間の研究開発投資金額と同規模に至る（スタートアップ・イノベーション）など、イノベーションモ

デルを巡る大きな構造変化（２つのトレンド）が起きていることが知られている（図 1参照[3][4]）。し

かしながら、このような米国の民間企業の研究開発・イノベーション投資を巡る構造変化については、

日本では断片的にしか理解されておらず、その詳細に関して数値・ファクトに基づく分析が十分になさ

れていないのが現状である。 

このような問題認識の下、

本稿では、これらのデジタ

ル・イノベーションとスター

トアップ・イノベーションと

いう二つのトレンドの観点

から、米国における民間研究

開発・イノベーション投資に

関して、その構造変化に係る

動向を分析した。 

 
2. 本稿の手法と枠組み 

本分析にあたって、まずは、これらの二つのイノベーションモデルに関し、従来型のイノベーション

モデルとの比較・差異を概念整理するとともに、特に前者に関し、研究開発とソフトウェア開発の定義

に係る日米と OECDの定義の比較を整理した。 

その上で、米国の民間を中心とする研究開発・イノベーション投資におけるこの 10 年間の構造変化

を、可能な限り、OECD、NSF、各社 10K、VC投資データなどのデータ・数値やファクトを基に、特に、デ

ジタル・イノベーション／スタートアップ・イノベーションの視点からの構造変化に焦点をあてて分析

した。また、その際、「科学とビジネスの近接化」（内閣府）に関連する動向についても、可能な範囲で

分析を行った。 
 
3. 米国の民間研究開発投資の増加の要因分析：デジタル・イノベーションとデジタル大手企業の動向 

（１） 民間研究開発におけるデジタル（ソフトウェア）開発の割合の増大 

・ 日本全体の研究開発投資は、この 10 年間、概ね横ばいであるのに対し、米国の研究開発投資は、
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民間研究開発費の急拡大に伴い右肩上が

りで増大し、また、対 GDP 比での研究開
発費も近年日本を超えるに至っている

（2013-21年の 8年間で、約 1.8倍（約 40
兆円分）増加）。 

・ この民間研究開発投資の増分は、IT 産業
（コンピュータ関連、情報産業）が 5割弱、
医薬品産業が 2割弱を占めるとともに、情
報産業以外のサービス産業が約3割を占め
る（図 2参照[5]）。また、特に研究開発内
容別でみると、デジタル技術（ソフトウェ

ア）の研究開発が、おおよそ 5割強を占め
ると推計される（図 3参照[6]）。 

・ このことから、米国における近年の民間研
究開発投資の拡大は、デジタル技術（ソフ

トウェア技術）に係る研究開発の増大が牽

引しており、IT 産業だけでなく、情報産
業以外のサービス業におけるソフトウェ

ア系の研究開発の増大が大きな要因であ

ると言える。 
 

（２） デジタル大手企業（ビッグテック企業）のインパクトと基礎研究投資 

・ その中でも、特に 2010年以降、デジタル系大

手企業（いわゆるビッグテック企業）の急成

長と規模の大幅拡大により、これらの企業の

研究開発費は急増傾向している（2013-21 年

の 8年間で約 20兆円）（図 4参照[7]）。これ

らの企業による米国の民間研究開発投資の増

分へのインパクトは、おおよそ 4割程度と推

計される（海外投資分も考慮）。逆に言えば、

米国のサービス業におけるソフトウェア関連

の研究開発などを含め、その他の要因による

増分もかなり大きいとも言える。 

・ 他方、米国における民間企業の基礎研究費は、
金額自体は増加傾向にあるものの、その割合

は、2010年以降日米ともに同じ水準で大きく

は変化しておらず、ま

た、米国における基礎

研究費の大半は引き続

き医薬品産業がその多

くを占める。また、民間

の研究開発資金のうち

大学に提供される割合

もむしろ減少傾向にあ

る（図 5 参照 [4][6] 

[8]）。したがって、少な

くとも、米国では、ビッ

グテック企業等による

基礎（科学）分野への投

資という量的な観点からの「科学とビジネスの接近」は必ずしも観察されず、あるとすれば、デジ

タル化の進展など質的な変化であると考えられる。 
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・ また、ビッグテック企業は、いわゆる基礎研究も行っているが、少なくとも公表資料からみる限り、
自社のコア技術であるデジタル分野に係る基礎・理論研究が中心であり、全く新たないわゆる「フ

ロンティア（新規領域）」分野に自ら積極的に研究を行っているという事実は見られない。ただし、

自社では取り組むことのできない「フロンティア」分野に対しては、CVCを通して一部投資を行っ

ている。 

 
4. VC投資の拡大と民間研究開発投資の共鳴：VC投資・スタートアップによるイノベーション創出 

（１）VC投資とスタートアップ創出の分野 

・ 近年、世界的に VC投資が増加し、2021年のピーク時には、金額的には米国の民間研究開発費を超

えるとともに、ユニコーン企

業数の数も急増し、現在ユニ

コーンの数は 1200を超えるに

至っている。ただし、その後 VC

投資は減少し、またユニコー

ン企業の増加数も停滞してい

る（図 6参照[9]）。なお、この

VC 投資の約半数は米国内での

投資と言われ、また、ユニコー

ン企業の数の半数以上が米国

を占め、また、その中で上位 5

州が 8割を占める。 

・ そのユニコーン企業の数で
見た場合、その約 8割は、AI

関連企業を含むデジタル・イ

ノベーションに取り組む企

業であり、製造イノベーショ

ンに取り組む企業は概ね 2

割程度と推測される（図 7参

照[9]）。特に、近年、VC投資

における AI 関連投資の割合

が急増しており、金額ベース

で 4 割程度を占めるに至っ

ている。 

・ 他方、いわゆるディープテック系企業については、その定義にも依るものの、汎用的な AI 開発ス

タートアップ企業を除き、一般的には、上述の製造イノベーションに取り組む研究開発スタートア

ップの一部として位置づけられ、その割合は非常に少ないものの、宇宙・量子・核融合など従来と

は異なるフロンティア領域で重要な役割を担いつつある。 

 

（２）VC投資と民間研究開発投資との共鳴 

・ この VC 投資の増大に伴い、

2021 年のピーク時においてで

さえも、米国の民間研究開発

における中小企業の割合が増

大するという傾向は見られな

い（図 8 参照[6]）。このこと

は、米国の民間研究開発にお

いては、ビッグテック企業を

含む大企業による民間研究開

発と VC資金を受けるスタート

アップ企業によるイノベーシ

ョン活動が共鳴しながら発展・拡充していることが推測される。 
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・ 実際に、地域（州）別にみると、2013年以降の米国の民間研究開発の増分のほぼ 8割を、４州（カ

リフォルニア州、ワシントン州、マサチューセッツ州、ニューヨーク州）での増分で占めるなど、

民間研究開発投資の地域的集中が進展するとともに、これらの州別の研究開発投資の増分は、当該

州におけるユニコーン企業の創出数とほぼ相関関係にある（図 9参照[10]）。 

・ このことは、州（地
域）によってその内

容に地域差は大き

く存在するもの、大

企業とスタートア

ップ企業の地域エ

コシステムが研究

開発投資と VC 投資

を共鳴しながら拡

充させてきている

という構図が見て

取れる。 

 
5. 今後の日本の STI政策への示唆 

上述においては、米国における民間企業の研究開発・イノベーション投資を巡る構造変化について分

析してきたものの、日本における STIを巡る社会経済システムや産業構造は、米国におけるそれらとは

全く異なることを踏まえると、米国と同じようなイノベーションを巡る産業構造やそのモデルをそのま

ま目指すべきものではなく、また、それを達成することは困難であることに留意することが必要である。 

したがって、日本としては、上述で述べたデジタル・イノベーション及びスタートアップ・イノベー

ションという二つのトレンドを踏まえつつも、日本の STI を巡る産業構造・社会システムを踏まえた、

STI政策の立案に取り組むことが期待される。 
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